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 毎月決算型

　設定来の基準価額の推移
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純資産総額（右軸）

分配金再投資基準価額（左軸）

基準価額（左軸）

※基準価額は1万口当たり、作成基準日現在、年率1.595％(税抜1.45％)の信託報酬控除後です。

※分配金再投資基準価額は、分配金（税引前）を分配時に再投資したものとみなして計算したものです。

※グラフは過去の実績であり、将来の成果を示唆または保証するものではありません。

アジア・オセアニア好配当株ファンド（毎月決算型）／（1年決算型）
追加型投信／海外／株式

 基準価額 2,592 円

 純資産総額 909.9 億円

 騰落率

1ヵ月前 3ヵ月前 6ヵ月前 1年前 3年前 設定来

分配金再投資基準価額 8.32% 3.68% 8.77% 39.73% 85.26% 307.44%

参考指数 ▲ 8.31% ▲ 1.35% 8.80% 35.32% 85.49% 646.19%

※基準価額は1万口当たりです。

※騰落率は、1ヵ月前、3ヵ月前、6ヵ月前、1年前、3年前の各月の月末および設定日との比較です。

※分配金再投資基準価額の設定来騰落率は、1万口当たりの当初設定元本との比較です。

※参考指数は、MSCIオール・カントリー・アジア・パシフィック指数（除く日本）（配当込み）〔円換算後〕です。

※参考指数の騰落率は、Bloombergのデータを基にＳＢＩ岡三アセットマネジメントが算出しております。

※参考指数は、当該日前営業日の現地終値に為替レート（対顧客電信売買相場の当日（東京）の仲値）を乗じて

算出しております。

※MSCI指数はMSCI Inc.が算出している指数です。同指数に関する著作権、知的財産権その他一切の

権利はMSCI Inc.に帰属します。またMSCI Inc.は、同指数の内容を変更する権利および公表を停止

する権利を有しています。

※マザーファンドを通じた実質比率です

（マザーファンドの組入比率を除く）。

※銘柄数は、新株等がある場合、別銘柄として

記載しております。

設定来分配金合計 12,030 円

過去1年間の分配実績

決算日 分配金 決算日 分配金 決算日 分配金

2025/08/12 5 円 2025/12/10 5 円 2026/04/10 0 円

2025/09/10 5 円 2026/01/13 5 円 2026/05/11 0 円

2025/10/10 5 円 2026/02/10 5 円 2026/06/10 0 円

2025/11/10 5 円 2026/03/10 5 円 2026/07/10 0 円

※分配金は1万口当たり、税引前です。

※毎月10日（休業日に該当する場合は翌営業日）に決算を行い、主として配当等収益等から収益分配を行います。なお、3月と9月の決算期は、売買益

（評価益を含みます。）等が存在するときは、配当等収益に売買益（評価益を含みます。）等を加えた額を分配対象収益として収益分配を行います。

※運用状況等によっては分配金額が変わる場合、或いは分配金が支払われない場合があります。

 ポートフォリオ構成比率

株式 93.1%

(内国内株式） 0.0%

(内外国株式） (93.1%)

(内先物） (0.0%)

外国不動産投信 3.5%

短期金融商品その他 3.4%

99.6%

組入銘柄数 85銘柄

マザーファンド組入比率

当レポートは20枚組です。最終ページの「ご注意」を必ずご覧ください。（1/20）  551269 / 552267
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 1年決算型

　設定来の基準価額の推移
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分配金再投資基準価額（左軸）

基準価額（左軸）

※基準価額は1万口当たり、作成基準日現在、年率1.595％(税抜1.45％)の信託報酬控除後です。

※分配金再投資基準価額は、分配金（税引前）を分配時に再投資したものとみなして計算したものです。

※グラフは過去の実績であり、将来の成果を示唆または保証するものではありません。

アジア・オセアニア好配当株ファンド（毎月決算型）／（1年決算型）
追加型投信／海外／株式

 基準価額 27,620 円

 純資産総額 27.8 億円

※基準価額は1万口当たりです。

 騰落率

1ヵ月前 3ヵ月前 6ヵ月前 1年前 3年前 設定来

分配金再投資基準価額 8.30% 3.64% 8.73% 39.60% 84.48% 176.20%

参考指数 ▲ 8.31% ▲ 1.35% 8.80% 35.32% 85.49% 307.21%

※騰落率は、1ヵ月前、3ヵ月前、6ヵ月前、1年前、3年前の各月の月末および設定日との比較です。

※分配金再投資基準価額の設定来騰落率は、1万口当たりの当初設定元本との比較です。

※参考指数は、MSCIオール・カントリー・アジア・パシフィック指数（除く日本）（配当込み）〔円換算後〕です。

※参考指数の騰落率は、Bloombergのデータを基にＳＢＩ岡三アセットマネジメントが算出しております。

※参考指数は、当該日前営業日の現地終値に為替レート（対顧客電信売買相場の当日（東京）の仲値）を乗じて

算出しております。

※MSCI指数はMSCI Inc.が算出している指数です。同指数に関する著作権、知的財産権その他一切の

権利はMSCI Inc.に帰属します。またMSCI Inc.は、同指数の内容を変更する権利および公表を停止

する権利を有しています。

 ポートフォリオ構成比率

株式 93.2%

(内国内株式） 0.0%

(内外国株式） (93.2%)

(内先物） (0.0%)

外国不動産投信 3.5%

短期金融商品その他 3.3%

99.7%

組入銘柄数 85銘柄

マザーファンド組入比率

※マザーファンドを通じた実質比率です

（マザーファンドの組入比率を除く）。

※銘柄数は、新株等がある場合、別銘柄として

記載しております。

 最近5期の分配金の推移

2021/10/11 0 円

2022/10/11 0 円

2023/10/10 0 円

2024/10/10 0 円

2025/10/10 0 円

設定来合計 0 円

※分配金は1万口当たり、税引前です。

運用状況等によっては分配金額が変わる場合、

或いは分配金が支払われない場合があります。

当レポートは20枚組です。最終ページの「ご注意」を必ずご覧ください。（2/20）  551269 / 552267



＜月次運用レポート＞ 2026年7月31日現在

　アジア・オセアニア好配当リバランスマザーファンドの状況（1）

　組入銘柄の配当利回り上位10銘柄

銘柄名 業種 国・地域
配当

利回り
（％）

銘柄概要

1 Laopu Gold Co Ltd 耐久消費財・アパレル 中国 8.5
宝石類メーカー。ペンダント、ブレスレット、コレクション
品、装飾品などを製造する。輸出入事業も手掛ける。

2 Far East Horizon Ltd 金融サービス 中国 8.1
金融サービス会社。設備担保ローンによる金融ソリュー
ションの提供を専門とする。対象業種は、ヘルスケア、教
育、インフラ建設、海運、印刷、機械など。

3

Inner Mongolia
Junzheng Energy &
Chemical Industry
Group Co Ltd

素材 中国 8.0
化学品メーカー。ポリ塩化ビニル、生石灰、炭化カルシウ
ム、苛性ソーダ、その他製品を製造、販売する。発電サー
ビスも提供。

4 Origin Energy Ltd 公益事業 オーストラリア 8.0
総合エネルギー会社。オーストラリアで電力、ガス、液化
石油ガスの小売りを手掛ける。発電、燃料、再生可能エネ
ルギー、従来型ガス、液化天然ガス事業にも従事。

5
Evergreen Marine Corp
Taiwan Ltd

運輸 台湾 7.8
コンテナ船により世界中へ貨物を輸送。コンテナ製造の
ほか、ターミナル運営、航空機 運行、車両貨物輸送も手
掛ける。

6 Yutong Bus Co Ltd 資本財 中国 7.8
バス車両メーカー。長距離バス、都市型バス、スクールバ
ス、空港用バス、特殊車両、その他の車両を製造する。中
国内外で事業を展開。

7 China Feihe Ltd 食品・飲料・タバコ 中国 7.6
乳幼児向け粉ミルクを中心とする乳製品メーカーで、中
国国内市場を主軸に展開。

8 Krung Thai Bank PCL 銀行 タイ 7.4
銀行。預金口座、当座預金口座、ローン、投資、保険、デ
ビットカード、クレジットカード、オンラインバンキング、そ
の他関連サービスを提供する。タイで事業を展開。

9 SCB X PCL 銀行 タイ 7.4
銀行。口座、ローン、カード、預金、保険、投資、決済、デジ
タルバンキング、その他関連サービスを提供する。世界各
地で事業を展開。

10 WH Group Ltd 食品・飲料・タバコ 香港 7.2
子会社を通じて、食肉加工サービス、冷蔵肉・肉製品・そ
の他関連製品を提供する。中国と米国で事業を展開。

※銘柄は、新株等がある場合、別銘柄として記載しております。

※業種はGICS産業グループの分類です。

※配当利回りは、直近に発表された配当金を年率換算した額および直近株価を基に算出しております。

※平均配当利回りは、マザーファンド組入銘柄の単純平均利回りです。 （出所：BloombergデータよりＳＢＩ岡三アセットマネジメント作成）

アジア・オセアニア好配当株ファンド（毎月決算型）／（1年決算型）
追加型投信／海外／株式

5.0%平均配当利回り

当レポートは20枚組です。最終ページの「ご注意」を必ずご覧ください。（3/20）  551269 / 552267



＜月次運用レポート＞ 2026年7月31日現在

　アジア・オセアニア好配当リバランスマザーファンドの状況（2）

　ファンドマネージャーのコメント

＜投資環境＞

7月のアジア・オセアニア株式市場は下落しました。上旬は、米雇用統計の下振れを受けた米利上げ観測の後退や原油安が支えとなる

場面もありましたが、年初来で大幅に上昇したAI・半導体関連株が調整色を強める動きとなったことや、月後半には中東情勢の緊迫化

に伴う原油高や米長期金利の上昇も重石となりました。地域別では、中国・香港が政府・国有機関による市場支援策や国産半導体への期

待から上昇し、シンガポールやインドネシアも銀行・資源株を中心に堅調でした。一方、韓国と台湾は投資家の持ち高調整に加え、メモ

リー需要やAI投資の先行きに対する懸念から大幅に下落し、ベトナムも海外投資家の売りなどで軟調でした。

為替市場では、アジア・オセアニア通貨は対円で総じて下落したものの、豪ドルは堅調に推移したほか、韓国ウォンは利上げや景気の上

振れを背景に対円で大きく上昇しました。

＜運用経過＞

当ファンドの運用につきましては、「アジア・オセアニア好配当リバランスマザーファンド（以下マザーファンド）」を通じて行い、実質株式

組入比率を高位で推移させました。

マザーファンドにつきましては、日本を除くアジア・オセアニア地域を対象とする主要な株価指数の採用銘柄から、財務リスクや流動性

を勘案した上で、予想配当利回り上位銘柄を対象とするポートフォリオで運用を行いました。

このような運用の結果、当ファンドの分配金再投資基準価額は上昇しました。当月は、為替市場におけるアジア・オセアニア通貨安・円高

の進行が基準価額の下押し要因となった一方、組入銘柄の株価上昇がプラスに寄与しました。個別銘柄では、中国のアルミニウム製品株

やインドのソフトウェア株などがプラスに寄与した一方、中国の宝飾品株や韓国の自動車株などがマイナスに影響しました。また、中東を

巡る地政学リスクの再燃や半導体・AI関連株の調整を背景に、配当利回りに着目した物色が広がったことから、当ファンドは参考指数を

上回るパフォーマンスとなりました。

＜今後の運用方針＞

当面のアジア・オセアニア株式市場は、神経質な展開が続くと予想します。旺盛な半導体関連需要を背景に企業業績が相場を下支えす

るとみられる一方、巨額のAI関連投資の持続性に対する見方が分かれていることから、これまで相場をけん引してきたAI・半導体関連

銘柄は不安定な値動きが続くとみています。加えて、米金融政策や中東情勢を巡る不透明感も相場の重石となり、当面は変動性の高い

展開が続くと予想しています。

当ファンドの運用につきましては、マザーファンドへの投資を通じてアジア・オセアニア地域の好配当株式に投資を行い、安定的な配当

収入の確保および中長期的な値上がり益の獲得を目指す方針です。

マザーファンドの運用につきましては、日本を除くアジア・オセアニア地域を対象とする主要な株価指数の採用銘柄から、財務リスクや

流動性を勘案した上で、毎月、予想配当利回り上位銘柄を対象に等金額ポートフォリオを構築します。資金流出入に応じて等金額投資を

目標に各銘柄の売買を行い、株式組入比率を高位に維持させる方針です。

　組入上位10業種

業種名 比率

1 エネルギー 13.6%

2 銀行 12.9%

3 素材 7.5%

4 資本財 6.0%

5 食品・飲料・タバコ 5.9%

6 耐久消費財・アパレル 5.9%

7 公益事業 5.5%

8 ソフトウェア・サービス 4.8%

9 金融サービス 4.6%

10 自動車・自動車部品 4.3%

※各比率は、アジア・オセアニア好配当リバランスマザーファンドの純資産総額に対する組入比率です。

※業種はGICS産業グループの分類です。

※ 今後の運用方針等は、将来の市場環境の変動等により変更される場合があります。また、市場環境等についての評価、

分析等は、将来の運用成果を保証するものではありません。

アジア・オセアニア好配当株ファンド（毎月決算型）／（1年決算型）
追加型投信／海外／株式

　組入上位10ヵ国・地域

国・地域 比率

1 中国 42.4%

2 韓国 8.9%

3 タイ 8.4%

4 インド 7.9%

5 台湾 7.4%

6 オーストラリア 7.1%

7 香港 6.9%

8 マレーシア 4.6%

9 マカオ 2.2%

10 シンガポール 1.2%
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　ファンド情報

アジア・オセアニア好配当株ファンド（毎月決算型） アジア・オセアニア好配当株ファンド（1年決算型）

設　定　日 2005年10月27日 2013年9月25日

償　還　日 2036年10月10日 2036年10月10日

決　算　日 毎月10日（休業日の場合は翌営業日） 年1回、10月10日（休業日の場合は翌営業日）

　ファンドの特色（1）

アジア・オセアニア好配当株ファンド（毎月決算型）／（1年決算型）
追加型投信／海外／株式

当レポートは20枚組です。最終ページの「ご注意」を必ずご覧ください。（5/20）  551269 / 552267



　

　ファンドの特色（2）

アジア・オセアニア好配当株ファンド（毎月決算型）／（1年決算型）
追加型投信／海外／株式

当レポートは20枚組です。最終ページの「ご注意」を必ずご覧ください。（6/20）  551269 / 552267



　
アジア・オセアニア好配当株ファンド（毎月決算型）／（1年決算型）
追加型投信／海外／株式
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アジア・オセアニア好配当株ファンド（毎月決算型）／（1年決算型）
追加型投信／海外／株式

　投資リスク（1）

当レポートは20枚組です。最終ページの「ご注意」を必ずご覧ください。（8/20）  551269 / 552267



　
アジア・オセアニア好配当株ファンド（毎月決算型）／（1年決算型）
追加型投信／海外／株式

　投資リスク（2）
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アジア・オセアニア好配当株ファンド（毎月決算型）／（1年決算型）
追加型投信／海外／株式

　お申込みメモ（1）

当レポートは20枚組です。最終ページの「ご注意」を必ずご覧ください。（10/20）  551269 / 552267



　
アジア・オセアニア好配当株ファンド（毎月決算型）／（1年決算型）
追加型投信／海外／株式

　お申込みメモ（2）
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アジア・オセアニア好配当株ファンド（毎月決算型）／（1年決算型）
追加型投信／海外／株式

　ファンドの費用（1）

当レポートは20枚組です。最終ページの「ご注意」を必ずご覧ください。（12/20）  551269 / 552267



　
アジア・オセアニア好配当株ファンド（毎月決算型）／（1年決算型）
追加型投信／海外／株式

　ファンドの費用（2）
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＜月次運用レポート＞ 2026年7月31日現在

　

　以下は、アジア・オセアニア好配当株ファンド（毎月決算型）の販売会社です。

アジア・オセアニア好配当株ファンド（毎月決算型）／（1年決算型）
追加型投信／海外／株式

　販売会社について（1）

受益権の募集の取扱い、投資信託説明書（交付目論見書）、投資信託説明書（請求目論見書）及び運用報告書の交付の取扱
い、解約請求の受付、買取請求の受付・実行、収益分配金、償還金及び解約金の支払事務等を行います。なお、販売会社に
は取次販売会社が含まれる場合があります。

日本証券業
協会

一般社団法人
資産運用業

協会

一般社団法人
金融先物

取引業協会

一般社団法人
第二種金融商品

取引業協会

（金融商品取引業者）

岡三証券株式会社 関東財務局長（金商）第53号 ○ ○ ○ ○

岡三にいがた証券株式会社 関東財務局長（金商）第169号 ○

アーク証券株式会社 関東財務局長（金商）第1号 ○

アイザワ証券株式会社 関東財務局長（金商）第3283号 ○ ○ ○

あかつき証券株式会社 関東財務局長（金商）第67号 ○ ○

阿波証券株式会社 四国財務局長（金商）第1号 ○

安藤証券株式会社 東海財務局長（金商）第1号 ○

今村証券株式会社 北陸財務局長（金商）第3号 ○ ○

岩井コスモ証券株式会社 近畿財務局長（金商）第15号 ○ ○ ○

臼木証券株式会社 関東財務局長（金商）第31号 ○

永和証券株式会社 近畿財務局長（金商）第5号 ○

SMBC日興証券株式会社 関東財務局長（金商）第2251号 ○ ○ ○ ○

株式会社ＳＢＩ証券 関東財務局長（金商）第44号 ○ ○ ○ ○

ＦＦＧ証券株式会社 福岡財務支局長（金商）第5号 ○ ○

岡三ビジネス＆テクノロジー証券
株式会社

関東財務局長（金商）第170号 ○ ○

岡安証券株式会社 近畿財務局長（金商）第8号 ○

おきぎん証券株式会社 沖縄総合事務局長（金商）第1号 ○

香川証券株式会社 四国財務局長（金商）第3号 ○

九州ＦＧ証券株式会社 九州財務局長（金商）第18号 ○

共和証券株式会社 関東財務局長（金商）第64号 ○ ○

極東証券株式会社 関東財務局長（金商）第65号 ○ ○

きらぼしライフデザイン証券株式会社 関東財務局長（金商）第3198号 ○

寿証券株式会社 東海財務局長（金商）第7号 ○

篠山証券株式会社 近畿財務局長（金商）第16号 ○

Ｊトラストグローバル証券株式会社 関東財務局長（金商）第35号 ○ ○ ○

静岡東海証券株式会社 東海財務局長（金商）第8号 ○

島大証券株式会社 北陸財務局長（金商）第6号 ○

荘内証券株式会社 東北財務局長（金商）第1号 ○

新大垣証券株式会社 東海財務局長（金商）第11号 ○

株式会社しん証券さかもと 北陸財務局長（金商）第5号 ○

大熊本証券株式会社 九州財務局長（金商）第1号 ○

大山日ノ丸証券株式会社 中国財務局長（金商）第5号 ○

東海東京証券株式会社 東海財務局長（金商）第140号 ○ ○ ○ ○

東武証券株式会社 関東財務局長（金商）第120号 ○

内藤証券株式会社 近畿財務局長（金商）第24号 ○ ○

商号 登録番号

加入協会

※株式会社ＳＢＩ証券は、一般社団法人日本STO協会にも加入しております。

※2026年8月1日より、株式会社証券ジャパンは、岡三ビジネス＆テクノロジー証券株式会社になります。
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＜月次運用レポート＞ 2026年7月31日現在

　

　以下は、アジア・オセアニア好配当株ファンド（毎月決算型）の販売会社です。

アジア・オセアニア好配当株ファンド（毎月決算型）／（1年決算型）
追加型投信／海外／株式

　販売会社について（2）

受益権の募集の取扱い、投資信託説明書（交付目論見書）、投資信託説明書（請求目論見書）及び運用報告書の交付の取扱
い、解約請求の受付、買取請求の受付・実行、収益分配金、償還金及び解約金の支払事務等を行います。なお、販売会社に
は取次販売会社が含まれる場合があります。

日本証券業
協会

一般社団法人
資産運用業

協会

一般社団法人
金融先物

取引業協会

一般社団法人
第二種金融商品

取引業協会

長野證券株式会社 関東財務局長（金商）第125号 ○ ○

中原証券株式会社 関東財務局長（金商）第126号 ○

南都まほろば証券株式会社 近畿財務局長（金商）第25号 ○

西日本シティＴＴ証券株式会社 福岡財務支局長（金商）第75号 ○

ニュース証券株式会社 関東財務局長（金商）第138号 ○ ○

八十二証券株式会社 関東財務局長（金商）第21号 ○ ○

ばんせい証券株式会社 関東財務局長（金商）第148号 ○

播陽証券株式会社 近畿財務局長（金商）第29号 ○

光証券株式会社 近畿財務局長（金商）第30号 ○ ○ ○

ひろぎん証券株式会社 中国財務局長（金商）第20号 ○

広田証券株式会社 近畿財務局長（金商）第33号 ○

北洋証券株式会社 北海道財務局長（金商）第1号 ○

益茂証券株式会社 北陸財務局長（金商）第12号 ○

松井証券株式会社 関東財務局長（金商）第164号 ○ ○

マネックス証券株式会社 関東財務局長（金商）第165号 ○ ○ ○ ○

三田証券株式会社 関東財務局長（金商）第175号 ○

三菱ＵＦＪ eスマート証券株式会社 関東財務局長（金商）第61号 ○ ○ ○ ○

水戸証券株式会社 関東財務局長（金商）第181号 ○ ○

むさし証券株式会社 関東財務局長（金商）第105号 ○ ○

明和證券株式会社 関東財務局長（金商）第185号 ○

山和証券株式会社 関東財務局長（金商）第190号 ○

楽天証券株式会社 関東財務局長（金商）第195号 ○ ○ ○ ○

リーディング証券株式会社 関東財務局長（金商）第78号 ○

ＪＩＡ証券株式会社 関東財務局長（金商）第2444号 ○ ○

野畑証券株式会社 東海財務局長（金商）第18号 ○ ○

武甲証券株式会社 関東財務局長（金商）第154号 ○

（登録金融機関）

株式会社あいち銀行 東海財務局長（登金）第12号 ○ ○

株式会社青森みちのく銀行 東北財務局長（登金）第1号 ○

株式会社秋田銀行 東北財務局長（登金）第2号 ○

株式会社イオン銀行（委託金融商品取引
業者：マネックス証券株式会社）

関東財務局長（登金）第633号 ○

株式会社ＳＢＩ新生銀行(委託金融商品
取引業者：マネックス証券株式会社)

関東財務局長（登金）第10号 ○ ○

株式会社愛媛銀行 四国財務局長（登金）第6号 ○

大阪信用金庫 近畿財務局長（登金）第45号

株式会社沖縄海邦銀行 沖縄総合事務局長（登金）第3号 ○

商号 登録番号

加入協会

当レポートは20枚組です。最終ページの「ご注意」を必ずご覧ください。（15/20）  551269 / 552267



＜月次運用レポート＞ 2026年7月31日現在

　

　以下は、アジア・オセアニア好配当株ファンド（毎月決算型）の販売会社です。

アジア・オセアニア好配当株ファンド（毎月決算型）／（1年決算型）
追加型投信／海外／株式

日本証券業
協会

一般社団法人
資産運用業

協会

一般社団法人
金融先物

取引業協会

一般社団法人
第二種金融商品

取引業協会

株式会社神奈川銀行 関東財務局長（登金）第55号 ○

株式会社北日本銀行 東北財務局長（登金）第14号 ○

京都信用金庫 近畿財務局長（登金）第52号 ○

株式会社きらぼし銀行 関東財務局長（登金）第53号 ○ ○

株式会社きらぼし銀行（委託金融商品
取引業者：きらぼしライフデザイン証券
株式会社）

関東財務局長（登金）第53号 ○ ○

株式会社きらやか銀行 東北財務局長（登金）第15号 ○

株式会社高知銀行 四国財務局長（登金）第8号 ○

株式会社佐賀銀行 福岡財務支局長（登金）第1号 ○ ○

株式会社三十三銀行 東海財務局長（登金）第16号 ○

株式会社静岡銀行 東海財務局長（登金）第5号 ○ ○

株式会社静岡中央銀行 東海財務局長（登金）第15号 ○

株式会社荘内銀行 東北財務局長（登金）第6号 ○

城北信用金庫 関東財務局長（登金）第147号 ○

スルガ銀行株式会社 東海財務局長（登金）第8号 ○

株式会社仙台銀行 東北財務局長（登金）第16号 ○

株式会社第四北越銀行 関東財務局長（登金）第47号 ○ ○

高松信用金庫 四国財務局長（登金）第20号

株式会社筑邦銀行 福岡財務支局長（登金）第5号 ○

株式会社千葉興業銀行 関東財務局長（登金）第40号 ○

株式会社東京スター銀行 関東財務局長（登金）第579号 ○ ○

株式会社東北銀行 東北財務局長（登金）第8号 ○

株式会社東和銀行 関東財務局長（登金）第60号 ○

株式会社徳島大正銀行 四国財務局長（登金）第10号 ○

株式会社栃木銀行 関東財務局長（登金）第57号 ○

株式会社トマト銀行 中国財務局長（登金）第11号 ○

株式会社富山銀行 北陸財務局長（登金）第1号 ○

株式会社富山第一銀行 北陸財務局長（登金）第7号 ○

株式会社長崎銀行 福岡財務支局長（登金）第11号 ○

長野信用金庫 関東財務局長（登金）第256号 ○

株式会社西日本シティ銀行 福岡財務支局長（登金）第6号 ○ ○

株式会社八十二長野銀行 関東財務局長（登金）第49号 ○ ○

株式会社八十二長野銀行（委託金融商
品取引業者：八十二証券株式会社）

関東財務局長（登金）第49号 ○ ○

株式会社東日本銀行 関東財務局長（登金）第52号 ○

株式会社肥後銀行 九州財務局長（登金）第3号 ○

商号 登録番号

加入協会

　販売会社について（3）

受益権の募集の取扱い、投資信託説明書（交付目論見書）、投資信託説明書（請求目論見書）及び運用報告書の交付の取扱
い、解約請求の受付、買取請求の受付・実行、収益分配金、償還金及び解約金の支払事務等を行います。なお、販売会社に
は取次販売会社が含まれる場合があります。
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＜月次運用レポート＞ 2026年7月31日現在

　

　以下は、アジア・オセアニア好配当株ファンド（毎月決算型）の販売会社です。

アジア・オセアニア好配当株ファンド（毎月決算型）／（1年決算型）
追加型投信／海外／株式

　販売会社について（4）

受益権の募集の取扱い、投資信託説明書（交付目論見書）、投資信託説明書（請求目論見書）及び運用報告書の交付の取扱
い、解約請求の受付、買取請求の受付・実行、収益分配金、償還金及び解約金の支払事務等を行います。なお、販売会社に
は取次販売会社が含まれる場合があります。

日本証券業
協会

一般社団法人
資産運用業

協会

一般社団法人
金融先物

取引業協会

一般社団法人
第二種金融商品

取引業協会

株式会社肥後銀行（委託金融商品取引
業者：九州ＦＧ証券株式会社）

九州財務局長（登金）第3号 ○

株式会社百十四銀行 四国財務局長（登金）第5号 ○ ○

株式会社福岡中央銀行 福岡財務支局長（登金）第14号 ○

福岡ひびき信用金庫 福岡財務支局長（登金）第24号 ○

株式会社福島銀行 東北財務局長（登金）第18号 ○

ＰａｙＰａｙ銀行株式会社 関東財務局長（登金）第624号 ○ ○

株式会社豊和銀行 九州財務局長（登金）第7号 ○

株式会社北都銀行 東北財務局長（登金）第10号 ○

株式会社北洋銀行 北海道財務局長（登金）第3号 ○ ○

株式会社みずほ銀行 関東財務局長（登金）第6号 ○ ○ ○

株式会社南日本銀行 九州財務局長（登金）第8号 ○

株式会社宮崎太陽銀行 九州財務局長（登金）第10号 ○

株式会社UI銀行（委託金融商品取引業
者：きらぼしライフデザイン証券株式会
社）（オンラインサービス専用）

関東財務局長（登金）第673号 ○

株式会社琉球銀行 沖縄総合事務局長（登金）第2号 ○

商号 登録番号

加入協会

（注） 販売会社によっては、現在、新規のお申込みを受け付けていない場合があります。
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＜月次運用レポート＞ 2026年7月31日現在

　

　以下は、アジア・オセアニア好配当株ファンド（1年決算型）の販売会社です。

アジア・オセアニア好配当株ファンド（毎月決算型）／（1年決算型）
追加型投信／海外／株式

　販売会社について（5）

受益権の募集の取扱い、投資信託説明書（交付目論見書）、投資信託説明書（請求目論見書）及び運用報告書の交付の取扱
い、解約請求の受付、買取請求の受付・実行、収益分配金、償還金及び解約金の支払事務等を行います。なお、販売会社に
は取次販売会社が含まれる場合があります。

日本証券業
協会

一般社団法人
資産運用業

協会

一般社団法人
金融先物

取引業協会

一般社団法人
第二種金融商品

取引業協会

（金融商品取引業者）

岡三証券株式会社 関東財務局長（金商）第53号 ○ ○ ○ ○

岡三にいがた証券株式会社 関東財務局長（金商）第169号 ○

アーク証券株式会社 関東財務局長（金商）第1号 ○

アイザワ証券株式会社 関東財務局長（金商）第3283号 ○ ○ ○

あかつき証券株式会社 関東財務局長（金商）第67号 ○ ○

阿波証券株式会社 四国財務局長（金商）第1号 ○

岩井コスモ証券株式会社 近畿財務局長（金商）第15号 ○ ○ ○

株式会社ＳＢＩ証券 関東財務局長（金商）第44号 ○ ○ ○ ○

ＦＦＧ証券株式会社 福岡財務支局長（金商）第5号 ○ ○

おきぎん証券株式会社 沖縄総合事務局長（金商）第1号 ○

Ｊトラストグローバル証券株式会社 関東財務局長（金商）第35号 ○ ○ ○

静岡東海証券株式会社 東海財務局長（金商）第8号 ○

大熊本証券株式会社 九州財務局長（金商）第1号 ○

中原証券株式会社 関東財務局長（金商）第126号 ○

播陽証券株式会社 近畿財務局長（金商）第29号 ○

ひろぎん証券株式会社 中国財務局長（金商）第20号 ○

北洋証券株式会社 北海道財務局長（金商）第1号 ○

松井証券株式会社 関東財務局長（金商）第164号 ○ ○

マネックス証券株式会社 関東財務局長（金商）第165号 ○ ○ ○ ○

丸國証券株式会社 関東財務局長（金商）第166号 ○

三菱ＵＦＪ eスマート証券株式会社 関東財務局長（金商）第61号 ○ ○ ○ ○

水戸証券株式会社 関東財務局長（金商）第181号 ○ ○

むさし証券株式会社 関東財務局長（金商）第105号 ○ ○

明和證券株式会社 関東財務局長（金商）第185号 ○

山和証券株式会社 関東財務局長（金商）第190号 ○

楽天証券株式会社 関東財務局長（金商）第195号 ○ ○ ○ ○

ＪＩＡ証券株式会社 関東財務局長（金商）第2444号 ○ ○

野畑証券株式会社 東海財務局長（金商）第18号 ○ ○

（登録金融機関）

株式会社あいち銀行 東海財務局長（登金）第12号 ○ ○

株式会社青森みちのく銀行 東北財務局長（登金）第1号 ○

株式会社イオン銀行（委託金融商品取引
業者：マネックス証券株式会社）

関東財務局長（登金）第633号 ○

株式会社ＳＢＩ新生銀行(委託金融商品
取引業者：マネックス証券株式会社)

関東財務局長（登金）第10号 ○ ○

商号 登録番号

加入協会

※株式会社ＳＢＩ証券は、一般社団法人日本STO協会にも加入しております。
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　以下は、アジア・オセアニア好配当株ファンド（1年決算型）の販売会社です。

アジア・オセアニア好配当株ファンド（毎月決算型）／（1年決算型）
追加型投信／海外／株式

　販売会社について（6）

受益権の募集の取扱い、投資信託説明書（交付目論見書）、投資信託説明書（請求目論見書）及び運用報告書の交付の取扱
い、解約請求の受付、買取請求の受付・実行、収益分配金、償還金及び解約金の支払事務等を行います。なお、販売会社に
は取次販売会社が含まれる場合があります。

日本証券業
協会

一般社団法人
資産運用業

協会

一般社団法人
金融先物

取引業協会

一般社団法人
第二種金融商品

取引業協会

大阪信用金庫 近畿財務局長（登金）第45号

株式会社沖縄海邦銀行 沖縄総合事務局長（登金）第3号 ○

帯広信用金庫 北海道財務局長（登金）第15号

遠賀信用金庫 福岡財務支局長（登金）第21号

株式会社神奈川銀行 関東財務局長（登金）第55号 ○

北おおさか信用金庫 近畿財務局長（登金）第58号

株式会社三十三銀行 東海財務局長（登金）第16号 ○

株式会社静岡中央銀行 東海財務局長（登金）第15号 ○

株式会社荘内銀行 東北財務局長（登金）第6号 ○

城北信用金庫 関東財務局長（登金）第147号 ○

株式会社仙台銀行 東北財務局長（登金）第16号 ○

株式会社第四北越銀行 関東財務局長（登金）第47号 ○ ○

高松信用金庫 四国財務局長（登金）第20号

株式会社千葉興業銀行 関東財務局長（登金）第40号 ○

株式会社東北銀行 東北財務局長（登金）第8号 ○

株式会社徳島大正銀行 四国財務局長（登金）第10号 ○

株式会社栃木銀行 関東財務局長（登金）第57号 ○

株式会社トマト銀行 中国財務局長（登金）第11号 ○

株式会社富山第一銀行 北陸財務局長（登金）第7号 ○

長野信用金庫 関東財務局長（登金）第256号 ○

西中国信用金庫 中国財務局長（登金）第29号

株式会社東日本銀行 関東財務局長（登金）第52号 ○

株式会社百十四銀行 四国財務局長（登金）第5号 ○ ○

株式会社福岡中央銀行 福岡財務支局長（登金）第14号 ○

福岡ひびき信用金庫 福岡財務支局長（登金）第24号 ○

株式会社福島銀行 東北財務局長（登金）第18号 ○

株式会社豊和銀行 九州財務局長（登金）第7号 ○

株式会社北都銀行 東北財務局長（登金）第10号 ○

株式会社北洋銀行 北海道財務局長（登金）第3号 ○ ○

三島信用金庫 東海財務局長（登金）第68号

株式会社宮崎太陽銀行 九州財務局長（登金）第10号 ○

株式会社琉球銀行 沖縄総合事務局長（登金）第2号 ○

商号 登録番号

加入協会

（注） 販売会社によっては、現在、新規のお申込みを受け付けていない場合があります。
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アジア・オセアニア好配当株ファンド（毎月決算型）／（1年決算型）
追加型投信／海外／株式

　ご注意

・
本資料はＳＢＩ岡三アセットマネジメント株式会社が作成した資料です。購入の申込みに当たっては、投資信託説明書
（交付目論見書）をお渡ししますので必ず内容をご確認のうえ、投資判断はお客様ご自身で行っていただきますようお
願いします。投資信託説明書（交付目論見書）の交付場所につきましては「販売会社について」でご確認ください。

・
本資料中の運用実績等に関するグラフ・数値等はあくまでも過去の実績であり、将来の運用成果を示唆あるいは保証
するものではありません。また、税金、手数料等を考慮しておりませんので、投資者の皆様の実質的な投資成果を示す
ものではありません。

・
本資料の内容は作成基準日のものであり、将来予告なく変更されることがあります。また、市況の変動等により、方針
通りの運用が行われない場合もあります。

・
本資料は当社が信頼できると判断した情報を基に作成しておりますが、その正確性・完全性を保証するものではありま
せん。

当レポートは20枚組です。最終ページの「ご注意」を必ずご覧ください。（20/20）  551269 / 552267


